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労組周辺動向 No. 224 

Labour Update 

2025 - 08 - 15 

1. 法・政策 

  

(1) 最低賃金の目安、全国平均1118円に 63円上げ全都道府県1000円超す 

  

厚生労働省の中央最低賃金審議会の小委員会は8月4日、2025年度の最低賃金額の目安を全国の加

重平均で時給1118円にすることで決着した。現在の1055円から63円の引き上げとなり、過去最大

の増加幅となる。 

引き上げは23年連続となる。伸び率では6.0%だった。2024年度に示した目安は5.0%で最低賃金

を時給換算で示すようになった002年度以降で最大だった。議論は44年ぶりに7回目までもつれ込

んだ。 

具体的な引き上げの目安は都道府県を経済状況によって分類したA・B・Cの3つのランクに分けて

示す。 

東京や大阪など6都府県のAランクと、北海道、広島、福岡など28道府県のBランクは63円、秋田や

沖縄などCランク13県は64円とした。現在、最高は東京都の1163円、最低は秋田県の951円と

なっている。 

目安どおりの引き上げがされた場合、すべての都道府県で1000円を超える。 

今後、国の審議会が示した目安をふまえ、各都道府県で改めて審議会を開き、実際の引き上げ額を

決める。 

小委員会は、最低賃金の上昇で、いわゆる「年収の壁」を意識した就業調整の時期が早まるとの意

見があると指摘した。新しい最低賃金は10月から適用とする都道府県が多いが、これについて各地

で十分話し合うよう要望した。発効日を遅らせるよう求める使用者側の主張に対応した。 
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今年の春季労使交渉での賃上げ率は連合の最終集計で平均が5.25%だった。33年ぶりの高水準と

なった24年を上回る勢いをみせた。経団連や日本商工会議所の調査によると、大企業だけでなく中

小企業でも賃上げの動きは広がっている。 

審議会はインフレが労働者の生活を圧迫していることも重視した。会議では最低賃金の水準で働く

労働者が直面する物価の動きを分析した。食料や光熱費などの「基礎的支出項目」は、多くの都道

府県で最低賃金を引き上げた24年10月から25年6月までの平均で5.0%だった。同じ期間の食料は

6.4%の上昇だった。 

政府は2020年代に全国平均で1500円とする目標を掲げている。実現には年平均7.3%上げる必要

があったが、その伸び率には届かなかった。 

  

「令和７年度地域別最低賃金額改定の目安について」 2025年8月4日 厚生労働省・第71回中央

最低賃金審議会 

  

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_60788.html 

  

(2) 同一労働同一賃金の指針、見直し着手 退職金、住宅手当など追加検討 

  

正社員と非正規労働者の間の不合理な待遇差を禁止する指針「同一労働同一賃金ガイドライン」に

ついて、厚生労働省は8月8日、見直しに向けた論点案を示した。ガイドラインは労使協議にも使わ

れており、退職金や住宅手当などの項目を追加することで、非正規労働者の待遇改善を加速する狙

いがある。 

論点案は労働政策審議会の部会に示された。同一労働同一賃金は2018年に成立した「働き方改革

関連法」の柱の一つ。施行後5年の見直しにあわせ、ガイドラインの改訂を検討する。改訂の具体

的な時期は「決めていない」（担当課）としている。 

追加を検討するのは退職金、住宅手当、無事故手当、夏期冬期休暇、家族手当、褒賞といった項

目。退職金や住宅手当は最高裁判決で待遇差が「不合理ではない」、無事故手当や夏期冬期休暇は

「不合理」とされている。この日の部会では、「最高裁判決を踏まえできるだけ記載を増やすこと

が望ましい」など委員からおおむね肯定的な意見が相次いだ。今後、記述の具体的な文言を詰め

る。 

同一労働同一賃金を、正社員の待遇を引き下げることによって実現を図るケースがあることから、

現在のガイドラインには、「労使で合意することなく通常の労働者の待遇を引き下げることは、望

ましい対応とはいえない」とある。これについても議論され、労働者側委員からは「労使の合意が

あろうと、望ましいものではない。修正が必要」と訴える一方、使用者側委員は「正社員の待遇引

き下げはやむを得ない場合もある」とし、意見が分かれた。 

  

「論点（案）（同一労働同一賃金ガイドライン関係）」 2025年8月8日 厚生労働省 第23回労

働政策審議会 職業安定分科会 雇用環境・均等分科会 同一労働同一賃金部会 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001535152.pdf 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) 厚生年金の加入漏れ97万人 事業者が保険料負担逃れ 

  

厚生年金に入る要件を満たしながら、国民年金にしか加入していない人が2023年時点で約97万人

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_60788.html
https://www.mhlw.go.jp/content/11901000/001535152.pdf
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に上ることが、厚生労働省の推計で分かった。背景には雇用する事業者が保険料の負担を逃れよう

としていることがあり、加入から漏れていると老後の年金額は本来よりも少なくなる。厚労省など

は対策を進め9年で半減したものの、依然として加入していない人が多い現状が明らかになった。 

厚労省が2023年の国民年金加入者に対する調査結果から推計した。 

厚生年金は現在、全ての法人事業所と従業員5人以上の個人事業所（一部業種を除く）に加入義務

がある。将来の年金受給額を手厚くするため、政府はパートら短時間労働者の加入対象を拡大して

おり、今年6月成立の年金制度改革法では、企業規模要件（従業員数51人以上）と年収要件（106

万円以上）の撤廃が決まった。 

保険料率は18.3％で労使が折半する。事業者が保険料負担を嫌がり、手続きせずに適用逃れする

ケースが後を絶たないとみられる。厚労省によると、2025年3月末時点では約15万事業所が加入逃

れの疑い。 

  

  

3. 情勢・統計 

  

(1) 日本の総労働者数が過去最多6873万人に 女性や高齢者が押し上げ 

  

総務省が発表した2025年6月分の労働力調査によると、日本の就業者数は、前の年の同じ月と比べ

て51万人増加して6873万人となり、比較可能な1953年の調査開始以来過去最多となった。 

就業者数の増加は35か月連続。働く女性や高齢者の増加が全体の就業者数を押し上げている。 

一方、完全失業率は前の月と同率の2.5％、完全失業者数は176万人と、前の年の同じ月と比べて5

万人減少した。 

  

「労働力調査（基本集計） 2025年（令和7年）6月分」 2025年8月1日 総務省統計局 

  

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/pdf/gaiyou.pdf 

  

(2) 実質賃金、１．３％減 物価高で６カ月連続マイナス 

  

厚生労働省が8月６日発表した６月の毎月勤労統計調査（速報、従業員５人以上）によると、名目

賃金から物価上昇の影響を差し引いた実質賃金は前年同月比１．３％減少した。賃上げによる給与

増は続いているものの、依然として物価上昇のペースが上回っており、実質賃金は６カ月連続のマ

イナスに陥った。 

基本給や残業代などを合わせた現金給与総額（名目賃金）は２．５％増の５１万１２１０円と、４

２カ月連続のプラス。夏のボーナスを反映し「特別に支払われた給与」が３．０％増えたほか、基

本給を中心とする「所定内給与」も賃上げで２．１％伸びた。 

一方、消費者物価指数（持ち家の帰属家賃を除く総合）は３．８％上昇。７カ月ぶりに４％を下

回ったものの、高い伸びが続いている。 

  

「毎月勤労統計調査 令和７年６月分結果速報」 2025年8月6日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r07/2506p/dl/pdf2506p.pdf 

  

(3) 日本の総人口約1億2433万人 55万人減少 

  

ことし1月1日現在の日本の総人口は、およそ1億2433万人で、去年より55万人余り減った。この

https://www.stat.go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/pdf/gaiyou.pdf
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/monthly/r07/2506p/dl/pdf2506p.pdf
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うち日本人の人口は、1億2065万人余りで、16年連続で減少し、調査開始以降、1年間の減少数が

初めて90万人を超え、最大となった。 

総務省のまとめによると、ことし1月1日現在の住民基本台帳をもとにした外国人を含めた日本の総

人口は、1億2433万690人。 

去年の同じ時期と比べて55万4485人、率にして0.44％減った。 

都道府県別では▽東京都が最も多く1400万2534人、次いで▽神奈川県の920万2559人、▽大阪府

の877万1961人、▽愛知県の748万3755人、▽埼玉県の737万4294人などとなっている。 

一方、最も少ないのは▽鳥取県で53万4003人、次いで▽島根県の64万2590人、▽高知県の66万

4863人、▽徳島県の70万409人、▽福井県の74万6690人などとなっている。 

前の年と比べて人口が増えたのは東京都と千葉県でほかの45の道府県は減少した。 

また、外国人を除いた日本人の人口は、1億2065万3227人で、去年の同じ時期と比べて90万8574

人、率にして0.75％減った。 

調査を始めた昭和43年以降、1年間の減少数が90万人を超えるのは初めてで、減少数・減少率とも

に最大となった。 

日本人の人口は、平成21年の1億2707万人余りをピークに16年連続の減少となった。 

▽去年1年間に生まれた日本人は68万7689人と昭和54年の調査開始以降、最も少なくなったのに

対し、▽亡くなった人は159万9850人と最も多くなった。 

この結果、亡くなった人が生まれた人を上回る「自然減」の数は、91万2161人で過去最大となっ

た。 

一方、国内に住む外国人の人口は、367万7463人で、前の年より35万4089人増え、調査を始めた

平成25年以降、最多となり、増加数も最大となった。 

  

「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数のポイント 資料１（令和７年１月１日現

在） 」 2025年8月6日 総務省 

  

https://www.soumu.go.jp/main_content/000892926.pdf 

  

(4) イスラエル全土でのゼネストを人質の家族が呼びかけ、ガザ戦闘エスカレートに猛抗議 

  

イスラエル治安閣議でパレスチナ自治区ガザ地区の戦闘をエスカレートさせる計画が承認されたこ

とに抗議して、今もガザで拘束されているイスラエルの人質の家族が８月１７日に全土でゼネスト

を決行するよう呼びかけている。 

人質の家族らはテルアビブで「兵士と人質を救うために国を閉鎖する」と宣言。８月１７日のスト

には数百社の企業や数千人の市民が参加して経済活動をまひさせると予告している。 

イスラエル最大労組のイスラエル労働総同盟（ヒスタドルート）はまだ参加を表明しておらず、人

質の家族らが同組合の委員長と８月１１日に会って参加を促す方針。 

人質の母親のアナト・アングレストさんは経済界や労組のトップに対し、「あなた方の沈黙が私た

ちの子どもを殺している」と訴え、「あなた方が心の中で私たちと同じように苦しんでいることは

知っている。しかしそれだけでは足りない。沈黙は命を奪う。だから今、これまで思いとどまって

きたことを業界のトップに訴えたい。あなた方には力がある」と呼びかけた。 

ヒスタドルートは昨年、人質の家族を支援してゼネストを決行し、交通機関や銀行、医療機関など

を混乱に陥れた。これに対してイスラエル政府は労働裁判所の差し止め命令を通じてストを中止さ

せる措置に出た。 

今回のゼネストに対してはイスラエル野党の指導者らも支持を表明。民主党のヤイール・ゴラン党

首は全国民に対してストに参加するよう呼びかけている。 

イスラエル治安閣議は８月８日、ガザの戦闘を拡大してガザ市を占領する計画を承認。これに対し

https://www.soumu.go.jp/main_content/000892926.pdf
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てガザに残る５０人の人質の家族は、新たな軍事作戦の開始は人質にとって死の宣告に等しいとし

て猛反発していた。 

 


